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議案第２０号 

 

令和 6 年度 大川市下水道事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 令和６年度大川市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）年 間 有 収 水 量   ４５５，５１５ｍ 3 

（２）主要な建設改良事業   公共下水道管きょ整備事業   １２２，９８７千円 

水処理施設等増設事業      ７１，０００千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収  入 

 第１款 下水道事業収益    ５３８，４０３千円 

  第１項 営 業 収 益    １３０，２１０千円 

  第２項 営 業 外 収 益    ４０８，１９３千円 

   支  出 

 第１款 下 水 道 事 業 費    ４７０，９７４千円 

  第１項 営 業 費 用    ３９８，２２７千円 

  第２項 営 業 外 費 用     ７１，６４７千円 

  第３項 特 別 損 失        １００千円 

  第４項 予 備 費      １，０００千円 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不

足する額 223,639 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 8,049 千円、当年度分損

益勘定留保資金 156,207 千円、当年度利益剰余金処分額 59,383 千円で補填するものとする。） 

収  入 

第１款 資 本 的 収 入    ３３２，１１１千円 

  第１項 企 業 債    ２２７，７００千円 

  第２項 補 助 金     ９９，２３９千円 

  第３項 負 担 金      ５，１７２千円 

   支  出 

 第１款 資 本 的 支 出    ５５５，７５０千円 

  第１項 建 設 改 良 費    １９３，９８７千円 

  第２項 企業債償還金    ３６１，７６３千円 

 

（債務負担行為） 

第５条 債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「債務負担行為に関する調

書」のとおりと定める。 

 

（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

 
起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

 

 

 
下水道事業 

     千円 

 

 
227,700 

 

証書借入 

又は 

証券発行 

 

政府資金 

そ の 他 

          ％ 

4.0 以内 

 
（ただし、利率見直し方式で借

り入れる資金について、利率の

見直しを行った後においては、

当該見直し後の利率） 

政府資金については、その融資条件

により、銀行その他の場合には、そ

の債権者と協定するところによる。 

ただし、企業財政の都合により、据

置期間及び償還期限を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借換えする

ことができる。  
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（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、 ３００，０００千円と定める。 

 

（予定支出の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）収益的支出における各項間の流用 

（２）資本的支出における各項間の流用 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外 

の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

 （１）職員給与費    ５４，１９５千円 

 

（他会計からの補助金） 

第１０条 経営健全化のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、319,712 千円である。 

 

（利益剰余金の処分） 

第１１条 当年度利益剰余金のうち 59,383 千円は、次のとおり処分するものと定める。 

 （１）減債積立金    ５９，３８３千円 

 

        令和６年３月４日提出 

 

                大川市長  倉 重 良 一  
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（単位：千円　税込）

款 項 目 節 予　定　額 備　　　　　考

２　営業外収益 408,193

３　他会計負担金

130,210

手数料 89

105,000

雑収益

下水道使用料

91

令和６年度　大川市下水道事業会計予算実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　入

538,403１　下水道事業収益

１　下水道使用料

１　営業収益

2

９　その他営業収益

他会計負担金

25,119

25,119

105,000

１　受取利息及び配当金 1
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（単位：千円　税込）

款 項 目 節 予　定　額 備　　　　　考

資本費繰入収益 18,044

土地占用料

1

1

その他雑収益

国庫補助金

117,567

1,000

２　他会計補助金

271,529

10　資本費繰入収益 18,044

271,529

９　雑収益

７　国庫補助金 1,000

52

受益者負担金延滞金 50

117,567

長期前受金戻入

４　長期前受金戻入

他会計補助金

1

預金利息
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（単位：千円　税込）

款 項 目 節 予　定　額 備　　　　　考

燃料費

398,227

備消品費

被服費

470,974１　下水道事業費

１　営業費用

１　管きょ費

修繕費 1,000

4,541

備消品費 1,400

処理場の維持管理に要す
る費用

路面復旧費 3,000

60,839

支　　　　　　　出

保険料 21

26

２　処理場費

委託料 220

管きょの維持管理に要する
費用

274

147
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（単位：千円　税込）

款 項 目 節 予　定　額 備　　　　　考

修繕費

500

薬品費

光熱水費 204

委託料 30,890

通信運搬費

12,800

60材料費

75

3,600

負担金 7,538

11,016

保険料

動力費

147

工事請負費

保険料 15

ポンプ場の維持管理に要
する費用

３　ポンプ場費 7,553
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（単位：千円　税込）

款 項 目 節 予　定　額 備　　　　　考

157

250

6,519

394

51,520

備消品費

175旅　費

報　酬

賞与引当金繰入額

4,284法定福利費

1,920

手　当

事業活動の全般に関する
費用

法定福利費引当金繰入額

給　料 12,442

５　総係費

1,828

印刷製本費 51

燃料費

委託料 14,182
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（単位：千円　税込）

款 項 目 節 予　定　額 備　　　　　考

６　減価償却費 273,774

有形固定資産減価償却費 273,774

200

50工事請負費

123

16

貸倒引当金繰入額

保険料

150修繕費

53

8,121

食糧費

手数料

負担金

公課費 7

賃借料 598
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（単位：千円　税込）

款 項 目 節 予　定　額 備　　　　　考

１　予備費

３　特別損失 100

３　過年度損益修正損

100

４　予備費

63,897

6,000

過年度損益修正損

消費税及び地方消費税

1,750

企業債利息

1,000

1,000

２　消費税及び地方消費税 6,000

一時借入金利息

予備費

１　支払利息 65,647

1,000

100

２　営業外費用 71,647
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（単位：千円　税込）

款 項 目 節 予　定　額 備　　　　　考

受益者負担金 4,973

３　負担金

他会計補助金

69,100

１　企業債

建設改良企業債

１　企業債

１　受益者負担金 4,973

2　区域外流入分担金 199

区域外流入分担金 199

２　補助金 99,239

2　他会計補助金 30,139

１　国県補助金 69,100

収　　　　　　　入

30,139

5,172

資   本   的   収   入   及   び   支   出

332,111

227,700

227,700

227,700

１　資本的収入

国庫補助金
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（単位：千円　税込）

款 項 目 節 予　定　額 備　　　　　考

6,264

4,257

法定福利費引当金繰入額 412

賞与引当金繰入額

法定福利費

支　　　　　　　出

555,750

給　料 13,978

１　資本的支出

１　建設改良費

１　公共下水道整備費

手　当

193,987

193,987

1,897
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（単位：千円　税込）

款 項 目 節 予　定　額 備　　　　　考

補償金 1,000

工事請負費 58,900

委託料

155旅　費

106,500

361,763企業債償還金

361,763１　企業債償還金

２　企業債償還金

賃借料

361,763

624
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（単位：円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益 71,479,000
減価償却費 273,774,000
引当金の増減額（△は減少） 332,000
貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 66,140
長期前受金戻入額 △ 117,567,000
受取利息及び配当金 △ 1,000
支払利息 65,647,000
未収金の増減額（△は増加） △ 6,683,425
特定収入仮払消費税及び地方消費税の調整額 △ 7,074,000
未払金の増減額（△は減少） △ 77,230,387
その他流動負債の増減額（△は減少） △ 9,214
小計 202,600,834
利息及び配当金の受取額 1,000
利息の支払額 △ 65,647,000
業務活動によるキャッシュ・フロー 136,954,834

2 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 178,864,000
補助金等による収入 99,239,000
負担金等による収入 5,172,000
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 74,453,000

3 財務活動によるキャッシュ・フロー
企業債による収入 227,700,000
企業債の償還による支出 △ 361,762,404
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 134,062,404

資金の増減額（△は減少） △ 71,560,570
資金期首残高 144,384,855
資金期末残高 72,824,285

予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）
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 １　総  括

特 別 職 一 般 職 報　　酬 給　　料 手　　当 計 法定福利費 合　　計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
（1）

3

4
（1）

7
（1）

3

4
（1）

7

※（　）書の人数は、短時間勤務職員（外書き）

　 　
　 　

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） 　 　
本　年　度 318 6,115 5,064 3,692 173 　 　
前　年　度 318 5,792 4,674 3,692 173 　 　
比　　　較 323 390 　 　

管 理 職 員
特別勤務手当 備　考

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
本　年　度 294 462 390
前　年　度 294 505 390
比　　　較 △ 43

扶養手当

通勤手当
区　　　分

期末手当管理職手当

　

区　　　分
職　員　数

休日勤務手当

児童手当退職手当住居手当

手
　
当
　
の
　
内
　
訳

単身赴任手当

区　　　分
地域手当

本
年
度

勤勉手当

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

12,442

8,161

22,709

22,139

時間外勤務
手　　当

4,678

4,669

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

27,387

26,808

合　　　　計 26,420 16,508 44,848 54,195

13,978

8,347

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　計

741

920

1,661

311

資本勘定支弁職員

546

1,039

1,168

2,207

比
較

260

609

869

359

25,551 15,838 43,187

298

21,219 4,421 25,640

8,801 51,988

前
年
度

損益勘定支弁職員 12,182 7,988 21,968 4,380

合　　　　計

給　　　　　与　　　　　費

1,798

122

122 670

1,920

1,920

1,798 26,348

9,347

248

13,369 7,850
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ア　会計年度任用職員以外の職員

特 別 職 一 般 職 報　　酬 給　　料 手　　当 計 法定福利費 合　　計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

3

4

7

3

4

7

※この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の
　積算の基礎となったものについて記載

　 　
　 　

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） 　 　
本　年　度 318 5,861 4,945 3,692 173 　 　
前　年　度 318 5,562 4,674 3,692 173 　 　
比　　　較 299 271 　 　

管 理 職 員
特別勤務手当 備　考

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
本　年　度 294 462 390
前　年　度 294 505 390
比　　　較 △ 43

　
区　　　分

住居手当 通勤手当 退職手当 児童手当 単身赴任手当

1,864

手
　
当
　
の
　
内
　
訳

区　　　分
管理職手当 扶養手当 期末手当 勤勉手当

時間外勤務
手　　当

休日勤務手当 地域手当

合　　　　計 869 527 1,396 468

696

資本勘定支弁職員 609 311 920 248 1,168

41,159 8,461 49,620

比
較

損益勘定支弁職員 260 216 476 220

15,608

4,040 23,980

資本勘定支弁職員 13,369 7,850 21,219 4,421 25,640

8,929 51,484

前
年
度

損益勘定支弁職員 12,182 7,758 19,940

合　　　　計

4,260 24,676

資本勘定支弁職員 13,978 8,161 22,139 4,669 26,808
本
年
度

損益勘定支弁職員 12,442 7,974 20,416

合　　　　計 26,420 16,135

区　　　分
職　員　数

42,555

25,551

給　　　　　与　　　　　費
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イ　会計年度任用職員

特 別 職 一 般 職 報　　酬 給　　料 手　　当 計 法定福利費 合　　計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
(1)

(1)

(1)

(1)

※この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の
　基礎となったものについて記載
※（　）書の人数は、短時間勤務職員（外書き）

　 　
　 　

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） 　 　
本　年　度 254 119 　 　
前　年　度 230 　 　
比　　　較 24 119 　 　

管 理 職 員
特別勤務手当 備　考

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
本　年　度
前　年　度
比　　　較

　
区　　　分

住居手当 通勤手当 退職手当 児童手当 単身赴任手当

343

手
　
当
　
の
　
内
　
訳

区　　　分
管理職手当 扶養手当 期末手当 勤勉手当

時間外勤務
手　　当

休日勤務手当 地域手当

合　　　　計 122 143 265 78

2,368

比
較

損益勘定支弁職員 122 143 265 78 343

資本勘定支弁職員

合　　　　計 1,798 230 2,028 340

2,711

前
年
度

損益勘定支弁職員 1,798 230 2,028 340 2,368

資本勘定支弁職員

合　　　　計 1,920 373 2,293 418

2,711

資本勘定支弁職員

区　　　分
職　員　数

本
年
度

損益勘定支弁職員 1,920 373 2,293 418

給　　　　　与　　　　　費
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２　給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 額

（千円）

　給与改定の状況
　　前年度平均改定率

　　改定実施時期

　職員数の異動状況
  その他の増減分 303 　退職者と採用者との

　増減分 303
　他の会計との交流による
　増減分 　増　減　　0人　 　0人　　 0人

　採用退職の状況等
　　採用　1人　　退職　1人

（現に在職する職員数)(短時間職員)(計）
　本年度　　7人　 　0人　　 7人
　前年度　　7人　 　0人　　 7人

　平均昇給率　1.61％

給　　　　料 869

　給与改定に伴う増減分 188
1.39％ 

　　　令和5年12月

　昇給に伴う増加分 378

区　　分
増　減　事　由　別　内　訳 説　　　明 備　　　　　考

（千円） （千円）
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増 減 額

（千円）

　給与改定分
72

　期末手当改定分
110

　勤勉手当改定分
108

　退職者と採用者との
　増減分 95

　その他の増減分
142

　会計年度任用職員の
　増減分 143

　その他の増減分 380

（千円）

職　員　手　当 670

　制度改正等に伴う増減分 290

区　　分
増　減　事　由　別　内　訳 説　　　明 備　　　　　考

（千円）
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３　給料及び職員手当の状況

（１）　職員一人当たりの給与

（２）　初　任　給

345,733

301,857

315,143

高　校　卒 170,900

一般行政職（円）

170,900

平 均 年 齢（歳）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

一般行政職

331,417

37歳1月

令和6年1月1日
　　　　　現在

令和5年1月1日
　　　　　現在

平 均 年 齢（歳）

40歳10月

区　　　　　　　　　　分

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

196,200大　学　卒

区　　分 一般行政職（円）
一　　般　　会　　計　　の　　制　　度

技能労務職（円）

170,900

196,200196,200
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　 （３）　級 別 職 員 数

1 16.7

1 16.7

4 66.6

6 100.0
2 28.6

1 14.3

4 57.1

7 100.0

（級別の基準となる職務）

　令和6年1月1日現在 

　令和5年1月1日現在 

２　級６　級 ５　級 ４　級 ３　級７　級

計

６　級

構成比(％)

２　級

級

　 ５　級

７　級
６　級

１　級

係　　長 企画主査

区　　分
一 般 行 政 職

１　級

職員数(人)

３　級
４　級

課　長 課　長

計

５　級

７　級

　

技術主査 主任技師主任主査

区　　　　分

２　級
３　級
４　級

課長補佐
一 般 行 政 職

主任主事

１　級

主　事

技　師
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　 （４）　昇　給

(人) 7

(人) 7

２号俸 (人) 1

４号俸 (人) 4

６号俸 (人) 1

８号俸 (人) 1

(％)

(人) 7

(人) 7

２号俸 (人)

４号俸 (人) 6

６号俸 (人)

８号俸 (人) 1

(％)

（５）　期末手当・勤勉手当

支 給 期 別 支 給 率
区　　分

号　俸　数　別　内　訳

12月 (月分)

区　　　　　　　　　分

　職　員　数　　　　　　　　　　（Ａ）

　職　員　数　　　　　　　　　　（Ａ）

　昇給に係る職員数　　　　　　　（Ｂ）

号　俸　数　別　内　訳

　比　率　（Ｂ）/（Ａ）

本
　
年
　
度

職制上の段階､職務の
級等による加算措置

支給率計 （月分）

6

前
　
年
　
度

6月 (月分)
備　考

　昇給に係る職員数　　　　　　　（Ｂ）

　比　率　（Ｂ）/（Ａ）

合　計 一 般 行 政 職

7

7

100.0

7

1

4

1

1

100.0

7

100.0 100.0

1

本　年　度 2.25 2.25 4.50 有

前　年　度 2.20 2.20 4.40 有

一般会計の制度 2.25 2.25 4.50 有
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   （６）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

   （７）　そ の 他 の 手 当

一般会計の制度
（支 給 率 等）

（2～20%加算）
47.709 特　例　措　置

定年前早期退職
24.586875 33.27075 47.709

47.709
（2～20%加算）

24.586875 33.27075 47.709

（月分） （月分） （月分）
区　　分

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者

差　異　の　内　容

住 居 手 当

通 勤 手 当

同　　　　　じ

同　　　　　じ

区　 　　分

扶 養 手 当

一般会計の制度との異同

同　　　　　じ

地 域 手 当 同　　　　　じ

令和6年4月1日現在

定年前早期退職
支 給 率 等 特　例　措　置

単 身 赴 任 手 当 同　　　　　じ

備　     考
最 高 限 度 そ　の　他　の

（月分） 加 算 措 置 等

令和6年4月1日現在
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（単位：千円　税込）

期    間 金    額 期    間 金    額 下水道事業収益 資本的収入

設計積算システム借上 2,210
　　令和2年度から
　　令和5年度まで

1,670
令和6年度から
令和7年度まで

509 509

水処理施設増設事業委託料
(土木）

710,000
令和6年度から
令和8年度まで

710,000 710,000

公営企業会計システム借上 5,180
令和6年度から
令和10年度まで

5,180 5,180

下水道総合管理システム借上 8,970
令和6年度から
令和11年度まで

8,970 8,970

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事       項 限 度 額
前年度末までの支払義務発生（見込）額 当年度以降の支払義務発生予定額 左 の 財 源 内 訳
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（単位：円　税抜）
1
⑴

イ 土 地 565,567,532
ロ 建 物 481,416,112

減 価 償 却 累 計 額 △ 90,695,111 390,721,001
ハ 構 築 物 8,509,990,738

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,107,487,435 7,402,503,303
二 機 械 及 び 装 置 963,838,362

減 価 償 却 累 計 額 △ 532,832,552 431,005,810
ホ 車 両 及 び 運 搬 具 860,703

減 価 償 却 累 計 額 △ 372,545 488,158
ヘ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 140,230

減 価 償 却 累 計 額 △ 133,221 7,009
ト 建 設 仮 勘 定 155,567,030

8,945,859,843
8,945,859,843

2
⑴ 72,824,285
⑵ 41,191,292

△ 3,285,141 37,906,151
⑶ 0
⑷ 0

110,730,436

9,056,590,279

前 払 金
そ の 他 流 動 資 産
流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計
固 定 資 産 合 計

流　動　資　産
現 金 ・ 預 金
未 収 金
未 収 金 貸 倒 引 当 金

令和６年度　大川市下水道事業予定貸借対照表
（令和7年3月31日）

資　　産 　の　 部

固　定　資　産
有 形 固 定 資 産
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3
⑴ 4,241,976,425
⑵ 0

4,241,976,425

4
⑴ 0
⑵ 378,241,591
⑶ 86,505,297
⑷ 0
⑸ 4,899,232
⑹ 53,000

469,699,120

5
⑴ 4,358,325,508
⑵ △ 743,306,356

3,615,019,152
8,326,694,697

6
⑴

イ 固 有 資 本 金 173,732,882
ロ 組 入 資 本 金 136,833,595

310,566,477 310,566,477
7
⑴

イ 国 庫 補 助 金 264,324,550
ロ 他 会 計 負 担 金 22,470,090

286,794,640
⑵

イ 減 債 積 立 金 0
ロ 建 設 改 良 積 立 金 0
ハ 当年度未処分利益剰余金 132,534,465

132,534,465
419,329,105
729,895,582

9,056,590,279

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

資 本 金

資 本 金 合 計
剰　余　金

資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

資　　本　　の　　部
資　本　金

未 払 金
前 受 金
引 当 金
預 り 金
流 動 負 債 合 計

繰　延　収　益

企 業 債
他 会 計 借 入 金
固 定 負 債 合 計

流　動　負　債
一 時 借 入 金
企 業 債

負　　債　　の　　部
固　定　負　債
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1
⑴ 94,656,691
⑵ 24,697,269
⑶ 70,427 119,424,387

2
⑴ 475,517
⑵ 50,548,372
⑶ 6,422,481
⑷ 41,326,062
⑸ 278,649,488
⑹ 4,964,010
⑺ 0 382,385,930

△ 262,961,543

3
⑴ 976
⑵ 245,647,374
⑶ 121,697,829
⑷ 1,000,000
⑸ 45,477
⑹ 18,368,798 386,760,454

4
⑴ 64,620,171
⑵ 2,665,604 67,285,775 319,474,679

56,513,136

5
⑴ 0 0

6
⑴ 0
⑵ 0 0 0

56,513,136
4,542,329

43,447,579
104,503,044当年度未処分利益剰余金

特　別　損　失
過 年 度 損 益 修 正 損
そ の 他 特 別 損 失

当年度純利益
前年度繰越利益剰余金
その他未処分利益剰余金変動額

営 業 外 費 用
支 払 利 息
雑 支 出

経　常　利　益

特　別　利　益
過 年 度 損 益 修 正 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金
他 会 計 補 助 金
長 期 前 受 金 戻 入
国 庫 補 助 金
雑 収 益
資 本 費 繰 入 収 益

総 係 費
減 価 償 却 費
資 産 減 耗 費
そ の 他 営 業 費 用

営　業　利　益

営 業 外 収 益

他 会 計 負 担 金
そ の 他 営 業 収 益

営　業　費　用
管 き ょ 費
処 理 場 費
ポ ン プ 場 費

令和５年度　大川市下水道事業予定損益計算書
（令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）

営　業　収　益 （単位：円　税抜）
下 水 道 使 用 料
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（単位：円　税抜）
1
⑴

イ 土 地 565,567,532
ロ 建 物 481,416,112

減 価 償 却 累 計 額 △ 79,286,111 402,130,001
ハ 構 築 物 8,420,824,071

減 価 償 却 累 計 額 △ 916,458,435 7,504,365,636
二 機 械 及 び 装 置 963,838,362

減 価 償 却 累 計 額 △ 461,633,552 502,204,810
ホ 車 両 及 び 運 搬 具 860,703

減 価 償 却 累 計 額 △ 235,545 625,158
ヘ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 140,230

減 価 償 却 累 計 額 △ 133,221 7,009
ト 建 設 仮 勘 定 65,869,697

9,040,769,843
9,040,769,843

2
⑴ 144,384,855
⑵ 34,507,867

△ 3,351,281 31,156,586
⑶ 0
⑷ 0

175,541,441

9,216,311,284

前 払 金
そ の 他 流 動 資 産
流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計
固 定 資 産 合 計

流　動　資　産
現 金 ・ 預 金
未 収 金
未 収 金 貸 倒 引 当 金

令和５年度　大川市下水道事業予定貸借対照表
（令和6年3月31日）

資　　産 　の　 部

固　定　資　産
有 形 固 定 資 産
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3
⑴ 4,392,518,016
⑵ 0

4,392,518,016

4
⑴ 0
⑵ 361,762,404
⑶ 163,735,684
⑷ 0
⑸ 4,567,232
⑹ 62,214

530,127,534

5
⑴ 4,260,988,508
⑵ △ 625,739,356

3,635,249,152
8,557,894,702

6
⑴

イ 固 有 資 本 金 173,732,882
ロ 組 入 資 本 金 93,386,016

267,118,898 267,118,898
7
⑴

イ 国 庫 補 助 金 264,324,550
ロ 他 会 計 負 担 金 22,470,090

286,794,640
⑵

イ 減 債 積 立 金 0
ロ 建 設 改 良 積 立 金 0
ハ 当年度未処分利益剰余金 104,503,044

104,503,044
391,297,684
658,416,582

9,216,311,284

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

資 本 金

資 本 金 合 計
剰　余　金

資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

資　　本　　の　　部
資　本　金

未 払 金
前 受 金
引 当 金
預 り 金
流 動 負 債 合 計

繰　延　収　益

企 業 債
他 会 計 借 入 金
固 定 負 債 合 計

流　動　負　債
一 時 借 入 金
企 業 債

負　　債　　の　　部
固　定　負　債
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Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記　
１．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産
・減価償却の方法　　　　　定額法による。

２．引当金の計上方法
退職給付引当金

賞与引当金及び法定福利費引当金

貸倒引当金

３．消費税及び地方消費税の会計処理

Ⅱ．予定貸借対照表等関連
１．企業債の償還に係る他会計の負担

Ⅲ．セグメント情報の開示

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。　　

　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものを含む）のう
ち、他会計が負担すると見込まれる額は、975,095千円である。

　　大川市下水道事業は、公共下水道事業のみの単一セグメントであり、損益計算書及び貸借対照表等と重複することから、セ
　グメント情報は省略する。

(１)
　職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

(２)
　職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込額に
基づき、当事業年度の負担に属する額（12月から3月までの4ヶ月分）を計上している。

(３)
　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

機械及び装置 8～20年
車両及び運搬具 4～ 5年
工具、器具及び備品  5～15年

　　会計に関する書類における注記

(１)

・主な耐用年数
建　物 8～50年
構築物 30～50年
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